



















1 国、地方公共団体については 2.3％から 2.6％に、都道府県等の教育委員会につ
いては 2.2％から 2.5％に引き上げとなった。
2 平成 11 年の数値は、『平成 14 年版 障害者白書』「表 3-1-1 障害者数」にお
ける精神障がい者の集計値（http://www8.cao.go.jp/shougai/whitepaper/h14hakusho/
h14zenbun/fig/h14_301.html）、平成 26 年に関する集計については、『平成 29 年版 
障害者白書』p.219、を参照のこと。
3 2001 年の数値は、報道発表された厚生労働省『平成 19 年度における障害者の








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































7 参照日 2018 年 1 月 6 日；http://www.pref.gifu.lg.jp/kyoiku/kennai-gakko/tokubetsu-
shien/17783/index_8498.html
8 参照日 2018 年 1 月 6 日；http://www.pref.gifu.lg.jp/sangyo/shokogyo/horei/11351/
index_55332.html





































































































































































14 2016 年度の高等部 3 年生在籍者数は 406 名であるが、卒業者は 400 ちょう
どであったとのことである。2016 年度の在籍者数については、次を参照のこと。
参照日 2018 年 1 月 6 日；http://www.pref.gifu.lg.jp/kensei/tokei/tokei-joho/11111/
kohyoshiryo/kyoiku-shakai/gakko/tokeihyo2016.html
15 2017 年度在籍生徒数については、次を参照のこと。参照日 2018 年 1 月 6 日；
http://www.pref.gifu.lg.jp/kensei/kakushu-iinkai/kyoiku-iinkai/17765/index_7904.
data/29tokusi.pdf





































例検討会を年に4 ～ 6回開催している。2017年度は、企業交流会が5 ／
26、8 ／ 25、11 ／ 17、2 ／ 23の4回の開催となっている。また、実習や
雇用のコーディネートも行っている。
２．発足の経緯
　2010年11月にナカポツセンターが開催した企業向けセミナーが契機と
なった。
　倉敷、岡山、津山では、各ナカポツセンターが主管して合同の企業向け
セミナーを開催しており、2010年度は倉敷が主管であった。その際、所
長である大島氏がそれまで交流があった企業に声をかけ、3社に事例発表
を依頼するとともに、それ以外の企業にはその他の協力や参加を依頼した。
　2010年のセミナーが、企業にとって障がい者雇用に関する非常に有益
な情報交換ができると好評であったので、大島氏が企業に声をかけ、
2011年7月に最初の企業交流会を開催したのがTEAM PLUS発足である。
　すなわち、セミナー参加企業においては、社長や担当者が障がい者雇用
に関わる様々な悩みや疑問を抱えていた。それに対して企業目線での意見
やアドバイスを得られる道があることが具体的に見えたことがTEAM 
PLUSの成立につながったのである。
３．組織運営の特徴やポイント
（１）ナカポツセンターの求心力と問題意識のあるメンバー
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　発足の経緯から言って、所長の大島氏を軸とするナカポツセンターが企
業との信頼関係を作っていたことがカギとなったことは明白であろう。
きっかけとなったセミナーへの参加企業は、大島氏が声をかけて集めたも
ので、企業同士は初顔合わせであった。吉井氏は「大島氏が言うのであれ
ば、ということで企業は集まった」と説明してくれた。
　また、吉井氏は、「思いや姿勢を共有できる、中核となるメンバーに恵
まれた」とも言っている。会員制をとらず、企業交流会や会社見学会など
への参加も自由である組織が維持されるには、メンバーが組織運営の方針
や姿勢を共有でき、積極的にコミットできることが重要である。ただ、
TEAM PLUSの場合、その条件が整ったことは偶然ではない。そもそもきっ
かけとなったセミナー参加企業は、大島氏がこれはと思う企業に声をかけ
て集めたものであった。大島氏が強く意識していたかどうかは別として、
選別のポイントには、経営者や担当者の問題意識や姿勢も含まれていたは
ずである。だとすれば、方針や姿勢を共有できる企業が集まったことには
必然性があったと言えよう。
（２）緩やかな運営方針
　ナカポツセンターも吉井氏もその重要性を認めているが、企業交流会で
は各企業が抱えている悩みや事情に関わって忌憚のない意見交換がなさ
れ、交流会後の飲食の場でもやり取りが行われている。厳しい意見のやり
取りもあるが、抱えている悩みや質問に対して本音や経験に基づいた意見
やアドバイスが返ってくるため、非常に有意義な場になっている。
　そのような場にするために、代表者や座長は設置せず、議事進行も大ま
かに行い、参加者の肩書を掲げることもなく、つまり、形式張らない緩や
かな運営が心掛けられている。
　障がい者雇用については、確立したノウハウはなく、それぞれが雇用の
成功や失敗に関する経験に基づいた暗黙知を形成している。悩みへの対応
には、それらの暗黙知が重要なのであるが、経験を持った者も形式知化し
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て伝えるには至らないため、自由で発言しやすい雰囲気を形成することが
重要なのである。
　また、経験を語ったりアドバイスしたりすることは自社のノウハウを開
示することになるが、新製品の開発とは異なり障がい者雇用で競争力が格
段に上がることはないことに加え、障がい者雇用は社会的に意義があり、
公共性があるテーマなので、求心力を持つテーマとして議論が展開しやす
い。そこで、障がい者雇用のノウハウの共有には、会議の運営方針を緩や
かにし、意見を出しやすい場にすることが重要となってくるのであり、
TEAM PLUSはその条件の意義に直感的に気づいていると思われる。
４．企業にとっての効果
（１）情報収集の場
　TEAM PLUSは各企業にとって、有益な情報収集の場となっている。そ
の際、企業同士の場合、営利企業というスタンスや事情を共有した上での
情報交換やアドバイスとなっていることが指摘できる。
（２）オープンイノベーションの場
　2年ほど前から特別支援学校の教員が参加している。教員が参加しやす
い夏休みに受け入れをしているが、学校側にとって有益な指摘や教育プロ
グラムへの提言があり、校長をはじめ多くの参加を得られている。
　そもそもは企業側にも特別支援学校との接触についてニーズがあった。
TEAM PLUS参加企業においては、特別支援学校から実習や雇用を受け入
れた際、明らかなミスマッチがあり、入社間もなく体調を崩したり退職し
たりするケースが少なからずあったのである。企業側が感じていた原因と
しては、特別支援学校側が連携している企業が少なく、非常に狭い選択肢
から実習先や雇用先を選んでいることに加え、教員が業務内容や作業内容
を十分把握していないため、マッチングを図ることができないということ
であった。大島氏は、「企業の雰囲気や空気もマッチングには重要」と指
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摘する。空気や雰囲気は体験せねばわからないものであるから、現場を知
らなければマッチングは難しかろう。また、「人事異動で窓口教員が頻繁
に代わり、人によって対応が違ったり、その都度一から関係構築を迫られ」
たりといった問題を企業は感じていた。結局のところ、教員を変えなけれ
ば、生徒にしわ寄せがいくことになる。
　そこで、夏休みの企業交流会の場で、その問題意識を学校側に提示する
とともに、教員が企業で実習をする、いきなり雇用に向けた「前提実習」
を行うのではなくマッチングを見るための見学や予備的な実習を行う、企
業が学校側の相談に乗る、TEAM PLUS参加企業という選択肢を提供する、
などを提案している。
　それによって学校側との良好な関係ができたことによって、特別支援学
校がTEAM PLUS参加企業を招く学校見学会を開催している。企業からは
生徒の特性に合わせた指導のポイントや設備についてのアドバイスを
行っている。
　これらの取り組みによって学校側は、生徒たちに合った実習先や雇用先
を見つけたり、就職に向けた効果的教育プログラムの開発に結び付けたり
できる一方、企業にとっても求める人材を確保することにつながるという
メリットがある。
　すなわちTEAM PLUSは企業と学校による良質な労働市場を生むという
オープンイノベーションの場となっているのである。
（３）経営的に意味のある雇用に寄与
　良好な実習や雇用は、企業にとって受入れ風土の形成につながっていく。
また、吉井氏は、「一生懸命仕事をする人材を採用できたことや挨拶をしっ
かりすることから会社の雰囲気を改善した」例を紹介してくれた。
５．課題
（１）定時制高校への対応
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　現在、TEAM PLUSに定時制の教員が参加している。グレーゾーンの生
徒が大きな問題になっているのである。障がい者を雇用している企業のノ
ウハウや特別支援学校のノウハウはグレーゾーンの生徒たちへの対応に生
かせる可能性があり、定時制の教員たちが独自に企業交流会を立ち上げて
いる。グレーゾーンの生徒たちは、経験豊富な吉井氏たちからすれば、「療
育手帳をとれるレベルの生徒も多い」とのことで、企業の現場では「通常
の業務は難しいものの、障がい者枠であれば十分雇用できる」とのことで
あった。ただ、療育手帳の取得を勧めることはデリケートさを伴うため、
教員側も勧めにくいといった状況がある。
　グレーゾーンの生徒の問題を抱えた定時制高校への対応をどのようにし
てゆくかがTEAM PLUSにとって1つの課題となっていることがうかがえ
た。
（２）今後の展開
　緩やかな関係を作って組織運営を図ってきたが、参加者も増え、特別支
援学校や定時制高校などとの関係も広がってきている中、「今後の組織運
営の方針や方向性をどのようにしてゆくかが課題である」とのことであっ
た。企業交流会の外でのつながりができてきたり、組織規模が大きくなる
と合理的な組織運営が必要になる場合もあるが、そうなるとTEAM PLUS
の利点が失われる可能性があったりなど、「TEAM PLUSがどのような場に
なることが望ましいかが特に課題」とのことであった。
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Ⅶ むすびにかえて
　成果を上げているように思われる岐阜県の場合、行政の事業として展開
され、それが方針や人、予算に影響を与えており、岐阜県については、行
政主導型という位置づけができるように思われる。新潟県のみつばちは、
民間主導の自律的ネットワークとの中間形態と言えるかもしれない。
　他方、他の自律的なネットワークについては、参加者の思いや価値観、
姿勢の共有ないし相互承認がカギになることがうかがえる。すなわち、思
いや価値観、姿勢は、人の行動を規制する基本的な柱であり、その共有は
結束を強めることになる。他方、思いや価値観がぶつかる場合、組織の自
律的運営に支障をきたす可能性がある。それは、思いや価値観で結集した
NPO内で意見の対立が生じ、内部分裂に至る状況を想起させる。そこで、
自律的ネットワークにおいては、思いや価値観、姿勢を相互に承認できる
かどうかを確認しつつ、組織運営が図られることになる。
　その際、思いや価値観、姿勢は、感性要因であるため、口頭や文書で説
明されたとしても、真偽を判断することは難しく、様々な局面で言動に表
出するものから把握する必要がある。つまり、受け手の感性による把握（共
感）が必要となる。それゆえ、自律的ネットワークにおいては、ネットワー
クの外の領域における事業活動などで実際に接触したり、コミュニケー
ションを交わしたりする中で、自分が「この人と一緒に活動したい」「こ
の人なら信頼が置ける」と感じた人に声をかけるという手続きが見られる
のである。
　ただ、思いや価値観、姿勢の重視は、組織の拡大発展に負の影響を与え
る場合がある。つまり、思いや価値観が合わない者との連携を阻み、組織
の拡大発展を阻害するのである。
　なお、積極的参加の促進が課題となっているはちどりの場合、実習生の
確保が隘路となっていた。実習生の受け入れを障がい者雇用の皮切りとし
たい企業にとっては、実習生を確保できなければ、そこで足踏みをして先
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に進まないことになり、参加に消極的になるのは必然性がある。それに対
しては、特別支援学校や就労支援組織との地域連携の強化も必要であろう。
　また、みつばちについては、一部のメンバーに負担が偏る傾向が感じら
れたが、メンバーの関心の高い課題に取組むことを通して、参加メンバー
のengagementを高め、積極的参加や負担の分担を図ることも必要と思われ
る。
　一方、組織がテーマとする課題の更新は、マンネリを防ぎ、組織を活性
化する可能性がある。TEAM PLUSの場合、特別支援学校を巻き込み、課
題解決につなげたり、定時制高校からグレーゾーンの課題が持ち込まれた
りするなど、新たな課題局面が展開し取り組み軸が更新されている。それ
に対して、TEAM PLUSにおいては、その状況を新たな組織課題ととらえ、
取り組みを進めようとする姿勢が見られた。
　これらは、自律的ネットワークの成立や維持、発展に関わる要因である
可能性があり、その検証は地域における障がい者雇用の促進にとって重要
な意味を持つ。ただそれは、本稿の役割を超えるものであり、本稿の取り
まとめに基づいたさらなる考察の深化については、機会を改めることとし、
本稿を閉じたいと思う。
　2018年2月脱稿
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